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1.南海トラフ地震に対す
る安全・安⼼の確保

社会インフラの地震・津波対策による被害の最⼩化
発災時に速やかな避難や救援活動、復旧・復興を実現するための体制構築
防災訓練や防災学習など防災⼒の向上
広域災害時における圏域内外との連携強化

2.近年の気候変動により
激甚化・頻発化する⾵⽔
害への備え

激甚化・頻発化する⽔害や⼟砂災害、⾼潮等の対策
瀬⼾内海側など全国有数の少⾬地帯における渇⽔対策

3.急速に⽼朽化する社会
インフラのメンテナンス

急速に進む河川、ダム、砂防、海岸、道路、上下⽔道、港湾、空港など社会インフ
ラの⽼朽化対策
社会インフラの持続可能なメンテナンス体制の構築
社会インフラの事後保全から予防保全への転換

4.少⼦化対策及び若者・
⼥性の流出対策の強化

少⼦化対策
若者、⼥性の他圏域への流出対策
⼤都市圏と遜⾊のない魅⼒ある仕事の創出

5.⼥性・⾼齢者・障がい
者の社会参画等

⼥性が活躍できる社会づくりの促進
健康寿命が延び、元気に活躍する場を求める⾼齢者の増⼤、⾼齢者の⼒を発揮する
場の創出
障がい者や外国⼈居住者が活躍できる場の確保
次世代の地域を担うリーダー・組織の育成

6.地域産業の競争⼒強化 全国に先駆けて進⾏する⼈⼝減少や⾼齢化を起因とする域内の経済規模縮⼩の懸念
幅広い産業の裾野を有するリーディング産業の集積が少ない
経営基盤が脆弱とされる中⼩企業の従業者数のウエイトが⾼い
全国と⽐べて⾼い⼈⼝割合を有する第1次産業の強化

7.持続可能な地域づくり ⼈⼝減少下における地⽅の暮らしに不可⽋な諸機能の維持・確保
中⼭間地域、半島部、島しょ部における過疎化の深刻化
空き家、耕作放棄地の増加に伴う国⼟の荒廃

8.四国圏の魅⼒・豊富な
地域資源を活かした観光
活性化

⾃然⾵景、歴史・⽂化、個性ある⾷など地域資源の活⽤
国内外への四国の魅⼒発信
インバウンド需要の取り込み
アフターコロナを⾒据えた新たな観光需要の取り込み

9.圏域内外との交流を促
進し対流を促す結びつき
の強化

圏域内外の交流を⽀える交通・情報ネットワークの強化
関係⼈⼝の拡⼤・深化など圏域内外での⼈的交流の促進
スーパー・メガリージョンの形成効果の広域的拡⼤

10.⾃然環境の保全及び
カーボンニュートラルの
実現 1

次期計画に向けた四国圏の主な課題

四国圏の強みと弱み
【強み】
①美しい⾃然⾵景、独⾃の歴史・⽂化の存在
②多様な地域の存在と
相互の地理的な近さ・交流の可能性

③確かな⼒ある企業の存在
④個性のある⼀次産業、⾷等の存在
⑤⼈材育成活動の活発化
⑥豊かな暮らしを⽀える環境
⑦多様な働き⽅・暮らし⽅

【弱み】
①厳しい地勢・巨⼤地震や気候変動による
⾃然災害のリスク

②産業・企業集積の不⼗分さ、
⾼い物流コストや中⼩企業ウエイト

③社会経済⾯・⽣活利便性⾯の格差
④不⼗分なインフラの整備と
既存インフラの⽼朽化

⑤四国圏内外との連携・交流の弱さ
⑥⼈⼝減少・少⼦⾼齢化の進展
⑦地域間の情報格差

四国圏の現状と課題

社会の潮流
①急激な⼈⼝減少・少⼦⾼齢化の進⾏
②巨⼤な⾃然災害リスク
③インフラ⽼朽化の進展
④カーボンニュートラルの実現
⑤地⽅の暮らしに不可⽋な諸機能の確保
⑥国際競争⼒の向上
⑦エネルギーや⾷料の安定供給
⑧デジタル化の進展
⑨新型コロナウイルス感染症に伴う
新しい⽣活様式の加速

⑩スーパー・メガリージョンの形成

森林資源の保全
海洋資源の保全
カーボンニュートラルの実現に向けた円滑な産業構造の転換



・社会インフラの地震・津波対策による被害の最⼩化
・発災時に速やかな避難や救援活動、復旧・復興を実現するための体制構築
・防災訓練や防災学習など防災⼒の向上
・広域災害時における圏域内外との連携強化

四国圏の現状と課題
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1)南海トラフ地震に対する安全・安心の確保

主な
課題

＜南海トラフ地震についての予測＞
南海トラフ

規模 M8～9

発生確率
30年以内に
70％程度

想定死傷者数
（四国全体）

死者：約9.6万人
負傷者：約15.2万人

出典）内閣府,南海トラフの巨大地震モデル検討会
（第一次報告）平成24 年8 月29 日

出典）内閣府「南海トラフの
巨大地震による
津波高・浸水域等
（第二次報告）2012.08 」
（強震波形４ケースと

経験的手法の
最大震度重ね合わせ）

出典）四国地震防災基本戦略（第１回改定版）平成26年3月

昭和の南海地震直後の高知市の状況

出典）高知県防災啓発冊子 「南海トラフ地震に備えちょき（令和2年12月改訂）」より加筆

国分川鏡川
青柳橋新青柳橋 弘化台

現在の高知市

※1 H13.1.1基準⽇ ※2 H17.1.1基準⽇ ※3 R4.1.1基準⽇
※海溝型地震の発⽣確率値の更新前後の⽐較（地震調査委員会）

50%50%
※1 ※2 ※3

60%60%

%%

70 80%70 80%

■地震発生確率
（30年以内:M8-M9クラス）

＜昭和の南海地震による被災状況（⾼知市）＞

＜震度分布図（最⼤値）＞

＜市町村別
最⼤津波⾼さ

（最⼤値）＞
＜津波による交通ネットワークの⼨断＞



・激甚化・頻発化する⽔害や⼟砂災害、⾼潮等の対策
・瀬⼾内海側など全国有数の少⾬地帯における渇⽔対策

四国圏の現状と課題
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2)近年の気候変動により激甚化・頻発化する風水害への備え
主な
課題

四国山地を中心に急峻な地形が広がり、
構造線に沿って脆弱な地質が分布

大雨が降ると流量が
急速に増加し水害が発生

四国の集中豪雨回数

＜地表⾯の勾配分布図＞ ＜近年増加する集中豪⾬＞

＜急峻な地形・脆弱な地質＞

＜急流河川の危険性＞

平成30年7月豪雨
（愛媛県大洲市）

＜慢性的な渇⽔による影響＞

出典）四国地方整備局河川部
「四国の治水概要」(2021.3)出典）国土交通省「令和3年版 日本の水資源の現況」出典）四国地方整備局河川部「四国の治水概要」(2021.3)

出典）四国地方整備局河川部「四国の治水概要」(2021.3)



・急速に進む河川、ダム、砂防、海岸、道路、上下⽔道、港湾、空港など社会インフラの⽼朽化対策
・社会インフラの持続可能なメンテナンス体制の構築
・社会インフラの事後保全から予防保全への転換

四国圏の現状と課題
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3)急速に老朽化する社会インフラのメンテナンス

主な
課題

トラス橋の落橋（⾹川県・徳島県境 無名橋） 主桁の剥離・鉄筋の露出（⾹川県東かがわ市 ⼤川橋）

＜建設後50年以上を経過する、河川、ダム、砂防、海岸、道路、下⽔道、港湾、空港等の社会インフラへの対応が急務＞

■（例）四国地域における建設後50年以上経過する国管理の橋梁の割合

■⽼朽化した橋梁の被害

出典）四国地方整備局



合計特殊出⽣率の推移

・少⼦化対策
・若者、⼥性の他圏域への流出対策
・⼤都市圏と遜⾊のない魅⼒ある仕事の創出

四国圏の現状と課題

5

4)少子化対策及び若者・女性の流出対策の強化

主な
課題

＜若年層を中⼼とした⼈⼝流出＞
• 四国圏からの転出者数は、2019年に最⼤となり、2020〜2021年はコロナ禍
により減少。特に20〜24歳の転出者数は、2015年以降⼀貫して5千⼈を上
回っており、若年層の⼈⼝流出抑制が必要。

四国圏からの転出者数（年代別）出典︓住⺠基本台帳⼈⼝移動報告

＜⼥性の⼈⼝流出＞

うち⼥性の転出者数（年代別）
出典︓住⺠基本台帳⼈⼝移動報告

• 四国圏からの⼥性の転出者数は、20〜24歳が最も多く、また、東⽇本⼤震災直
後の時期を除き、全年齢層で転出超過の傾向。⼥性の⼈⼝流出抑制のために、
⼥性にとって暮らしやすく、働きやすい社会づくりを四国圏で推進することが重要。

出典︓⼈⼝動態統計（厚⽣労働省）

＜合計特殊出⽣率＞
• 四国圏の合計特殊出⽣率は、H22年から上昇し、H29年には1.57に達した
が、H30年以降は再び低下傾向。５つの地⽅圏の中では4番⽬と⾼くはない
が、東北圏に⽐べるとH19年からの間に⼤きく上昇。

徳島県神⼭町のサテライトオフィス
出典︓神⼭町HP
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＜魅⼒ある仕事の創出＞
• サテライトオフィスの誘致促進など、デジタルの活⽤等により、四国圏でも⼤都
市圏と遜⾊ない魅⼒ある仕事ができる環境づくりが必要。
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※合計特殊出⽣率
15歳から49歳の⼥性の年齢別出⽣率を合計した指標。⼀⼈の⼥性が平均して⼀⽣の間に何⼈の⼦供を産むかを表す。



・⼥性が活躍できる社会づくりの促進
・健康寿命が延び、元気に活躍する場を求める⾼齢者の増⼤、⾼齢者の⼒を発揮する場の創出
・障害者や外国⼈居住者が活躍できる場の確保
・次世代の地域を担うリーダー・組織の育成

四国圏の現状と課題
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5)女性・高齢者・障害者の社会参画等

主な
課題

■シニア⼈材の活躍の場の創出が必要
（介護現場の事例）

＜⾼齢者の⼒を発揮する場の創出＞
■⼥性管理職を登⽤できる職場環境が必要

出典︓｢四国地区 ⼥性登⽤に対する企業の意識調査(2021年)｣(株)帝国データバンク⾼松⽀店

• 徳島県や⾼知県では、⼥性管理職の⽐率が⾼い⼀⽅、⾹川県や愛媛県で
は⽐率が全国より低い。

従業員に占める⼥性管理職の割合

＜⼥性が活躍できる社会づくりの促進＞

• 徳島県は、少⼦⾼齢化の進⾏などに伴い、
県内で2025年に約1400⼈の介護⼈材の
不⾜が⾒込まれることから、介護現場で元気
なシニアが周辺業務を担う「介護助⼿」のモデ
ル事業を開始。

• 介護現場の負担軽減を図るとともに、シニア
がいきいきと活躍できる場を創出。

＜障害者や外国⼈居住者が活躍できる場の確保＞

• 四国電⼒グループが2019年に設⽴した「株式会社よんでんプラス」では、特別
⽀援学校の卒業⽣を中⼼にチャレンジド※を雇⽤し、四電グループ所有施設で
の仕事を通して社会的⾃⽴を⽀援。

■愛媛県⼤洲市中⼼部の観光まちづくり

出典︓四国地⽅整備局
「四国のまちづくり事
例集2020」

• ⼀般社団法⼈キタ・マネジメントとNPO法⼈YATSUGIは、愛媛県⼤洲
市の古い街並みを活⽤した観光まちづくりを展開。町家・古⺠家の不動
産管理や古⺠家を活⽤した物販を核に、宿泊事業者との連携やまちづ
くりファンドなど、地域全体のマーケティングやマネジメントを実施。

オフィスサービス業務
（郵便物等仕分け・印刷など）

四電グループ保有施設の
清掃業務 出典︓㈱よんでんプラスHP

※チャレンジド
仕事などを通じて積
極的に社会参加を果
たそうとする障がい
をお持ちの⽅

■障害者の雇⽤機会の創出が必要

出典︓徳島県HP

シーツ交換や部屋の掃除など
介護の現場をサポート

＜次世代の地域を担うリーダー、組織の育成＞
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・全国に先駆けて進⾏する⼈⼝減少や⾼齢化を起因とする域内の経済規模縮⼩の懸念
・幅広い産業の裾野を有するリーディング産業の集積が少ない
・経営基盤が脆弱とされる中⼩企業の従業者数のウエイトが⾼い
・全国と⽐べて⾼い⼈⼝割合を有する第1次産業の強化

四国圏の現状と課題
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6)地域産業の競争力強化

主な
課題

＜四国圏は中⼩企業の従業者数が⼤部分を占める＞
＜第1次産業に従事する⼈⼝割合が⾼い＞

• 四国圏の企業の99.9%、従業者の87.1％が中⼩企業で占められて
おり、四国経済の活性化には、中⼩企業の振興を図ることが必要。

＜域内総⽣産(GRP)の全国シェア拡⼤＞
• 四国圏の域内総⽣産(GRP)は概ね14兆円前後で推移。全国シェアは、
近年は2.60%前後で推移していたが、平成30年度は2.55%に低下。

大企業数
（社）

中小企業数
（社）

中小企業
の割合

徳島県 24 25,345 99.9%

香川県 52 30,883 99.8%

愛媛県 77 43,500 99.8%

高知県 28 24,997 99.9%

四国計 181 124,725 99.9%

全国計 11,157 3,578,176 99.7%

中⼩企業数 従業者総数
大企業従業
者数（人）

中小企業従
業者数（人）

中小企業
の割合

徳島県 17,611 167,957 90.5%

香川県 50,883 258,244 83.5%

愛媛県 55,249 341,263 86.1%

高知県 14,417 164,103 91.9%

四国計 138,160 931,567 87.1%

全国計 14,588,963 32,201,032 68.8%

出典︓中⼩企業庁HP平成30年12⽉時点 出典︓総務省「就業構造基本調査」

• 四国圏は、第1次産業従事者が他圏域に⽐べて最も多いため、⾷料確
保の観点からも、今後も第1次産業の振興を図ることが必要。

＜基礎素材型産業の集積が多く、加⼯組⽴型産業の集積が少ない＞

出典︓四国財務局「全国財務局⻑会議において報告を⾏った情報（令和4年7⽉）」
【出所】経済産業省「2020年経済統計」

出典︓内閣府「県⺠経済計算」
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・⼈⼝減少下における地⽅の暮らしに不可⽋な諸機能の維持・確保
・中⼭間地域、半島部、島しょ部における過疎化の深刻化
・空き家、耕作放棄地の増加に伴う国⼟の荒廃

四国圏の現状と課題

8

7)持続可能な地域づくり

主な
課題

出典︓農林⽔産省「農林業センサス」出典︓総務省「過疎関係市町村都道府県別
分布図（令和4年4⽉）」

空き家数と空き家率の推移

■中⼭間地域に集中する過疎地域への⼈⼝流出策が必要
＜過疎地域の⼈⼝流出阻⽌と若年層の移住促進＞

徳島・愛媛・高知では県土の大半が過疎地域

＜増加する空き家・耕作放棄地と森林荒廃への対策＞
■空き家活⽤対策が必要

■耕作放棄地対策が必要

過疎地域の分布状況
耕作放棄地の推移 荒廃した⼭林

出典︓松⼭市HP

＜地⽅の暮らしに不可⽋な諸機能の維持・確保＞
■地域⽣活圏で提供する主な都市的機能

出典︓国⼟交通省「国⼟の⻑期展望 最終とりまとめ」参考資料 (2021.6)
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・⾃然⾵景、歴史・⽂化、個性ある⾷など地域資源の活⽤
・国内外への四国の魅⼒発信
・インバウンド需要の取り込み
・アフターコロナを⾒据えた新たな観光需要の取り込み

四国圏の現状と課題

9

8)四国圏の魅力・豊富な地域資源を活かした観光活性化

主な
課題

■インバウンド観光客の誘致が必要

出典︓宿泊旅⾏統計調査（国⼟交通省）

主に観光⽬的の延べ宿泊者数（外国⼈）の推移

■国内観光客の誘致が必要

＜ｱﾌﾀｰｺﾛﾅを⾒据えた国内外からの観光客誘致＞

主に観光⽬的の延べ宿泊者数（⽇本⼈）の推移

出典︓宿泊旅⾏統計調査（国⼟交通省）

＜四国圏の美しい⾃然や独⾃の歴史・⽂化など、豊富な地域資源＞
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・圏域内外の交流を⽀える交通・情報ネットワークの強化
・関係⼈⼝の創出・拡⼤・深化など圏域内外での⼈的交流の促進
・スーパー・メガリージョンの形成効果の広域的拡⼤

四国圏の現状と課題
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9)圏域内外との交流を促進し対流を促す結びつきの強化

主な
課題

• リニア中央新幹線の開通
により三⼤都市圏が⼀体
化し、スーパー・メガリー
ジョン(SMR)の形成が期
待される。

• SMR形成の効果を地⽅
に波及させ、地域活発化
と新たなイノベーションを創
造し、地⽅の持続的な成
⻑につなげることが求めら
れる。

出典︓「⼈⼝減少にうちかつスーパー・メガリージョンの形成に向けて
〜時間と場所からの解放による新たな価値創造〜」

＜交流促進のための広域ネットワーク強化＞

＜スーパー・メガリージョン(SMR)の形成について＞

リニア中央新幹線による鉄道⼀⽇交通圏の拡⼤

※徳島、⾼知は名古屋からの4時間到達圏、
⾼松は東京からの4時間到達圏に含まれる

＜関係⼈⼝の創出・拡⼤・深化＞

＜圏域内外での⼈的交流の促進＞

• 四国圏は、圏域外との流動が、他圏域と⽐べて最も少なくなっている。
■減少傾向にある圏域外との旅客流動の活性化が必要

圏域外との旅客流動の変化率の推移（H2を1.0とした場合）
出典︓国⼟交通省「全国幹線旅客純流動調査」

出典︓四国地域新広域道路交通ビジョン
四国８の字ネットワークと四国扇（おうぎ）作戦

• ⽇本海・太平洋2⾯活⽤型国
⼟の形成、九州と京阪神を結
ぶ第⼆国⼟軸の形成、半島地
域等へのアクセス強化等、国⼟
の更なる有効活⽤のためのネッ
トワークが望まれている。

• 頻発・激甚化する集中豪⾬や
南海トラフ地震の発⽣時に、⼈
流・物流を安定的に確保する
ため、災害に強い道路ネット
ワーク強化が必要。

• 四国各県の転⼊者数は、概ね増加傾向にあり、2021年度は愛媛県で
顕著に増加。

• 関係⼈⼝の創出・拡⼤・深化の取組により、ひいては移住者の増加につ
なげることが必要。
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徳島県美波町のサテライトオフィス
（旧銭湯の建物を改修）

出典︓神⼭町HP

⾼知県仁淀川町に移住し林業に従事
出典︓⾼知U・Iターンサポートメディア

「⾼知家で暮らす。」HP

■移住・就労環境の事例



・森林資源の保全
・海洋資源の保全
・カーボンニュートラルの実現に向けた円滑な産業構造の転換

四国圏の現状と課題
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10)自然環境の保全及びカーボンニュートラルの実現

主な
課題

ブロック別⺠⽣部⾨CO2排出量（2018年度）

＜カーボンニュートラル実現に向けた取組＞
■四国圏のCO2排出の状況
• 四国圏は産業部⾨の排出量が多く、GRP当たりCO2排出量が、全国平均
に⽐べ⼤きいため、カーボンニュートラルに向けた取り組みが必要。

出典︓「地域脱炭素に係る四国地域の概況」中国四国地⽅環境事務所四国事務所(2021.11)

ブロック別3部⾨CO2排出量（2018年度）

＜豊富な森林資源の保全＞
■森林の割合

• 四国圏における森林の割合は74%と、他の地⽅圏（東北圏、北陸圏、
中国圏、九州圏）の平均を上回っており、豊富な森林資源を有している。

出典）都道府県別森林率・⼈⼯林率（林野庁）（2017.3.31現在）

＜美しい海洋資源の保全＞

⼤岐海岸（⾼知県）
出典︓「こうち旅ネット」HP

瀬⼾内海と粟島（⾹川県）
出典︓「うどん県旅ネット」HP

• 四国圏は、四⽅を海に囲まれており、豊かな海洋資源を有している。


